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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１

中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

12,249,444 18,334,513 6,085,069 0

27,435,093 34,100,228 6,665,135 0

0 0 0 0

0 0 0 0

669,220 1,264,470 595,250 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,403,607 2,144,370 740,763 △14,086,217

0 0 0 0

41,757,364 55,843,581 14,086,217 △14,086,217

0 0 0 △14,086,217

0 0 0 14,346,024

0 0 0 259,807

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-1 多様性を認め合う社会の構築

施策の
目標

・年齢、性別、国籍、障害の有無等のさまざまな違いを越え、相互に理解し支え合う地域社会の実現に向けて、区民や民間事業者に対する普及・啓発を図ります。また、ユニバーサルデザインの
理念に基づく環境づくりを進めるとともに、地域全体に思いやりのある福祉の心を醸成していく「心のバリアフリー」の推進に取り組みます。
・性別による役割分担の固定化や偏重をなくすための意識啓発を徹底するとともに、ワーク・ライフ・バランスのさらなる推進に取り組みます。また、職業生活における女性の活躍推進に努めるとと
もに男女平等を阻むあらゆる暴力の根絶を目指します。さらに、区の政策・方針決定過程や地域活動への参画などすべての区民が身近な場で活躍できる機会を一層拡大していきます。
・犬や猫等の動物の適正飼養や飼い主のマナーを広く周知し、動物を飼っている人と飼っていない人との相互理解を深め、人と動物とが安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。

部課名 総務部総務課

・男女共同参画社会の実現を目指して平成30年3月に改定した「中央区男女共同参画行動計画2018」に掲げる5つの基本目標
に沿った各施策について、全庁を挙げて取り組む。また、この計画の進捗管理においては、区民等で構成する「男女共同参画
推進委員会」において幅広い視点で審議し、施策および事業のさらなる充実を図っていく。
・女性センターを利用する団体の活動の場を広げ団体間の連携を図るとともに、男女共同参画の意識を高めるため、年に1回
「ブーケ祭り」を実施する。
・仕事と家庭の両立支援や男女がともに働きやすい職場の実現に向けて、ワーク・ライフ・バランスの取組を推進している中小
企業等を認定し、その取組を広く紹介するとともに、ワーク・ライフ・バランスの取組を支援するアドバイザーを派遣する。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

男女共同参画の推進
事業

男女共同参画行動計画の改定 中事業５ 中事業６
中事業８ 中事業９

関連する個別計画 中央区男女共同参画行動計画2018

大事業 男女共同参画施策の推進 中事業２ ブーケ祭り 中事業３
ワーク・ライフ・バランス

推進企業等の認定

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

0 0

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 0 0

0

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 0 0

小　計 通常収支差額 △41,757,364 △55,843,581

特別費用 当期収支差額 △41,757,364 △55,843,581

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 △41,757,364 △55,843,581

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 0 0

扶助費 都支出金 0

特別収支差額

一般財源充当調整 42,045,062 56,391,086

勘定科目 物件費 勘定科目 補助費等

特別収入

再計（一般財源調整後） 287,698 547,505

勘定科目 勘定科目

決算額の
主な内訳

－
決算額の
主な内訳

－

決算額の
主な内訳

・男女共同参画講座等運営・実施委託　7,612,000円
・男女共同参画行動計画策定支援業務等委託　6,963,000円
・男女共同参画ニュース「Bouquet」発行委託　5,500,000円

決算額の
主な内訳

・男女共同参画推進委員会謝礼　923,000円
・セミナー等講師謝礼　153,470円

主な
増減理由

・ワーク・ライフ・バランス推進企業等認定事業支援委託アドバイ
ザー派遣の実績増による増　2,662,000円   ・男女共同参画行動
計画策定に伴う委託料および一般需用費の増　2,110,900円

主な
増減理由

・男女共同参画推進委員会開催回数増に伴う謝礼の増
558,000円

主な
増減理由

－
主な

増減理由
－

人件費

29.3%

人件費

32.8%

物件費

65.7%

物件費

61.1%

補助費等

1.6%

補助費等

2.3%

その他

3.4%

その他

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 356,528

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 3,766,284

0 0 0 0

0 0 0 4,122,812

0 0 0 △4,122,812

0 0 0

0 0 0

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性
・「中央区男女の平等及び共同参画による社会づくりに関する基本条例」を施行し、本条例に基づく施策を推進することはもとより、この条例
自体の広報・周知も行うことで、より一層男女共同参画施策の普及啓発を図っていく。
・令和5年3月に策定した「中央区男女共同参画行動計画2023」で重点事業や新規事業となった施策を展開していくとともに、新たに計画の指
標を設け、目標の達成を目指し全庁を挙げて取り組んでいく。
・男女共同参画施策推進拠点施設である男女平等センター（令和5年4月1日名称変更）を核として、引き続き講座・講演会等の実施と情報誌
の発行を行っていく。その内容については人々の興味・関心を引き付けられるよう創意工夫するとともに、多くの人に行き渡るよう実施手段や
提供方法を社会情勢や時代に合わせたものとしていく。
・男女共同参画の推進事業の実効性を高めるため、男女共同参画の視点を持ったリーダーの育成を図るほか、事業協力スタッフ養成講座
の受講生や男女平等センターを拠点に活動する団体と協働し、事業の運営を行っていく。

・コロナ禍で中止していたブーケ祭りを3年振りに開催し、一部規模を縮小したものの25団体785人の参加があり、団体の活動の場を広げ団体間の連携を図る
上で有意義なイベントとなった。男女共同参画講座は、上半期は参加者が少ないものもあったが、下半期は参加率も回復し、一部定員を超える参加者があっ
た。特に、起業やキャリアデザインの講座は参加率・受講後の満足度が高く（参加率77％・満足度86％）、近年自分らしく働くことを考える参加者のニーズに応
えることができた。
・ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業では、アドバイザー派遣が積極的に利用され（8社（令和3年度比7社増））、新規認定数が増加したため認定企業
数が29社となった。また、東京商工会議所と連携して開催したセミナーでは、認定企業をゲストに呼び各社の取組を紹介したことで、企業向けにワーク・ライ
フ・バランスへの意識啓発と本事業の周知を図ることができ、着実な成果を上げている。
・東京都と共催で、企業のハラスメント防止を含む法改正への対応に関するセミナーを実施した。相談事業では、専門のカウンセラーがDVやハラスメント等さ
まざまな悩みに寄り添った対応をしており、令和4年度は女性電話相談167件、面談173件と相談件数は増加しており、また新たに令和4年7月から開始した男
性電話相談は月1回の実施ではあったが14件の実績があり、引き続きニーズに応える必要性の高い事業となっている。
・男女共同参画行動計画2018の最終年として、コロナ禍においても臨機応変に対応し各施策において一定の成果をあげることができたことを確認した上で、
本区における現状や課題を踏まえ、社会環境の変化に的確に対応し、今後の5年間の男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するため、「男女共同参
画行動計画2023」を令和5年3月に策定した。
・男女の平等および男女共同参画社会の実現に向けた区の意思と姿勢を示し、各施策や取組の土台、基本指針となるべき「中央区男女の平等及び共同参
画による社会づくりに関する基本条例」を策定した（令和5年4月施行）。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

0

工作物 退職給与引当金 8,917,854

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 591,841 948,369

土地 その他 0 0

その他
負債・正味財産の部合計 0 0 0

資産の部　合計

12,684,138

インフラ資産 負債の部合計 9,509,695 13,632,507

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 △9,509,695 △13,632,507

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0

主な
増減理由

－
主な

増減理由
－

勘定科目 勘定科目

決算額の
主な内訳

－
決算額の
主な内訳

－

0.7

0.6

0.6

2.7

2.3

2.0 

22.9

19.5

14.2

59.3

61.6

61.7

9.6

10.4

17.7

4.8

5.7

3.8

0 20 40 60 80 100

H24

H28

R3

男女の地位の平等感の変化

①女性が優遇されている ②やや女性が優遇されている

③平等になっている ④やや男性が優遇されている
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(％)
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※令和3年度数値は経年比較のため20歳未満を除いたものである

ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業 実施状況

ワーク・ライフ・バランスの現在の状況

（仕事と家庭生活を同じように両立させている人の割合）

令和4年度講座・講演等一覧 実施回数 参加者数
男女共同参画講演会 1回 18人
女性のための再就職支援事業 13回 75人
男女共同参画講座 8回 132人
男女共同参画セミナー 4回 115人
育児中の保護者社会参加応援事業 6回 48人
中央区イクメン講座 3回 11人
水曜イブニングトーク 4回 75人
キャリアアップ講座 1回 9人
ワーク・ライフ・バランスセミナー 2回 43人
事業協力スタッフ養成講座 連続8回 14人
男女共同参画リーダー研修 1回 11人
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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１
中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

10,581,954 13,977,028 3,395,074 0

38,091,529 38,817,830 726,301 0

969,100 4,464,900 3,495,800 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 1,202,980

13,822,600 13,822,600 0 6,870

0 0 0 1,209,850

438,627 714,790 276,163 △6,683,488

0 0 0 0

63,903,810 71,797,148 7,893,338 △6,683,488

0 0 0 △6,683,488

0 0 0 6,776,084

0 0 0 92,596

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

主な
増減理由

・研修室等利用実績の増に伴う使用料の増　1,202,980円 主な
増減理由

―

勘定科目 使用料及び手数料 勘定科目

決算額の
主な内訳

・研修室等使用料　3,065,980円 決算額の
主な内訳

―

決算額の
主な内訳

・維持管理業務委託　23,100,000円
・光熱水費　4,447,375円
・建物設備保守委託　4,331,910円

決算額の
主な内訳

・CCTV（防犯カメラ）設備新設工事　4,037,000円
・空調設備加湿器本体交換工事ほか維持補修工事　427,900円

主な
増減理由

・研修室等利用実績の増および電気代高騰による光熱水費の増
1,161,010円　 ・賃料の改定に伴う土地使用料の増　232,560円
・備品購入費の皆減　△814,000円

主な
増減理由

・CCTV（防犯カメラ）設備新設工事の皆増　4,037,000円
・受水槽室内排水ポンプ交換工事ほか維持補修工事の皆減
△969,100円

特別収支差額

一般財源充当調整 48,297,026 55,073,110

勘定科目 物件費 勘定科目 維持補修費

特別収入

再計（一般財源調整後） △13,732,694 △13,640,098

小　計 通常収支差額 △62,029,720 △68,713,208

特別費用 当期収支差額 △62,029,720 △68,713,208

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 △62,029,720 △68,713,208

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 11,090 17,960

扶助費 都支出金 0

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 1,863,000 3,065,980

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 0 0

0

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

関連する個別計画 中央区男女共同参画行動計画2018

大事業 女性センター「ブーケ21」の管理運営 中事業２ 中事業３

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

1,874,090 3,083,940

・本区における男女共同参画推進の拠点施設として、女性センター「ブーケ21」を設置し、区民に対し、交流・自主活動の場およ
び学習機会と情報の提供を行うことで、男女共同参画社会の実現を図る。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

女性センター
「ブーケ21」管理事業

中事業５ 中事業６
中事業８ 中事業９

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-1 多様性を認め合う社会の構築

施策の
目標

・年齢、性別、国籍、障害の有無等のさまざまな違いを越え、相互に理解し支え合う地域社会の実現に向けて、区民や民間事業者に対する普及・啓発を図ります。また、ユニバーサルデザインの
理念に基づく環境づくりを進めるとともに、地域全体に思いやりのある福祉の心を醸成していく「心のバリアフリー」の推進に取り組みます。
・性別による役割分担の固定化や偏重をなくすための意識啓発を徹底するとともに、ワーク・ライフ・バランスのさらなる推進に取り組みます。また、職業生活における女性の活躍推進に努めるとと
もに男女平等を阻むあらゆる暴力の根絶を目指します。さらに、区の政策・方針決定過程や地域活動への参画などすべての区民が身近な場で活躍できる機会を一層拡大していきます。
・犬や猫等の動物の適正飼養や飼い主のマナーを広く周知し、動物を飼っている人と飼っていない人との相互理解を深め、人と動物とが安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。

部課名 総務部総務課

人件費

16.6%

人件費

19.5%

物件費

59.6%

物件費

54.1%

維持補修費

1.5%

維持補修費

6.2%

その他

22.3%

その他

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 131,173

0 0 0 0

290,274,600 276,452,000 △13,822,600 0

0 0 0 1,441,217

1,754,671 1,754,671 0 0

0 0 0 1,572,390

0 0 0 △15,394,990

0 0 0

292,029,271 278,206,671 △13,822,600

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性

決算額の
主な内訳

―
決算額の
主な内訳

―

主な
増減理由

―
主な

増減理由
―

主な
増減理由

・減価償却による減　△13,822,600円 主な
増減理由

・増減なし

勘定科目 勘定科目

勘定科目 建物 勘定科目 重要物品

決算額の
主な内訳

・女性センター「ブーケ21」　276,452,000円 決算額の
主な内訳

・書画　1,754,671円

その他
負債・正味財産の部合計 292,029,271 278,206,671 △13,822,600

資産の部　合計

4,228,046

インフラ資産 負債の部合計 2,971,779 4,544,169

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 289,057,492 273,662,502

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0 0

工作物 退職給与引当金 2,786,829

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 184,950 316,123

土地 その他 0 0

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

・男女共同参画施策推進拠点施設として本施設の認知度を上げるため、名称変更・条例改正をはじめ、イベント・事業等についても、区のお
知らせやホームページ、SNS、情報誌「Bouquet(ブーケ）」を積極的に活用し周知を図っていく。
・利用率の向上のため、施設利用者からの要望が多い貸出用Wi-Fiルーターの導入を行うなど、利便性を高めるほか、新たな団体区分の検
討や登録団体の主催事業などを検討していく。また、本の森ちゅうおう等近隣施設と連携し、相互の施設の活性化につなげていく。
・施設の維持管理においては、優先度の高い補修を行いつつ、今後予定されている大規模改修に向けて、使いやすい魅力ある施設とするた
め、利用者等の意見や提案等による協議を行う場の設置を検討していく。

・「女性センター「ブーケ21」」のあり方に関する男女共同参画推進委員会での検討を踏まえ、施設名を「男女平等センター　「ブーケ21」」へ変
更し、併せて事業を実施する施設であることの明確化をする条例改正（令和5年4月1日施行）を行うことなどにより、本区における男女共同参
画の拠点施設として誰もが訪れやすく、利用しやすい環境を整えるとともに、性別に関わらず、さまざまな世代や多様な人々に対し、広く男女
共同参画社会の実現に向けた意識啓発を図った。
・令和4年度の施設の利用状況は、感染対策を継続しつつ通年開館したことで、コロナ禍前の8割程度まで利用実績が回復し、計2,436件と
なった。
・認知度については、イベント・事業等を通じ新規認知層が増加しているものの、人口増もあり横ばいである。
・建物は竣工から29年が経過し、電気設備・空調設備等で修繕の必要性が指摘されているため、大規模改修を見据えて計画的に補修対応
し維持管理を行っている。

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和2年度は4月9日～7月14日、令和3年度は4月25日～5月11日の期間は全館休館
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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１
中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

16,708,131 19,830,827 3,122,696 0

2,294,657 5,455,379 3,160,722 0

187,110 0 △187,110 0

0 0 0 4,952,778

1,534,500 4,915,900 3,381,400 0

0 0 0 △1,444,560

2,344,839 2,344,839 0 0

0 0 0 3,508,218

1,929,959 2,323,067 393,108 △6,362,598

0 0 0 0

24,999,196 34,870,012 9,870,816 △6,362,598

0 0 0 △6,362,598

0 0 0 6,560,144

0 0 0 197,546

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-1 多様性を認め合う社会の構築

施策の
目標

・年齢、性別、国籍、障害の有無等のさまざまな違いを越え、相互に理解し支え合う地域社会の実現に向けて、区民や民間事業者に対する普及・啓発を図ります。また、ユニバーサルデザインの
理念に基づく環境づくりを進めるとともに、地域全体に思いやりのある福祉の心を醸成していく「心のバリアフリー」の推進に取り組みます。
・性別による役割分担の固定化や偏重をなくすための意識啓発を徹底するとともに、ワーク・ライフ・バランスのさらなる推進に取り組みます。また、職業生活における女性の活躍推進に努めるとと
もに男女平等を阻むあらゆる暴力の根絶を目指します。さらに、区の政策・方針決定過程や地域活動への参画などすべての区民が身近な場で活躍できる機会を一層拡大していきます。
・犬や猫等の動物の適正飼養や飼い主のマナーを広く周知し、動物を飼っている人と飼っていない人との相互理解を深め、人と動物とが安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。

部課名 福祉保健部生活衛生課

・狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、およびこれを撲滅することにより、公衆衛生の向上および公共の福祉の増進を
図る。
・区民の動物愛護の理解と飼養マナーの普及啓発を進めることで、本区にふさわしい「人と動物との調和のとれた共生社会」を
実現する。
・飼い主のいない猫を新たな里親へ譲渡する取組の支援を行い、殺処分される猫の減少を図るとともに、本区の動物愛護行政
を推進することで、区内の生活環境の向上を目指す。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

動物愛護事業

中事業５ 中事業６
中事業８ 中事業９

関連する個別計画

大事業 狂犬病予防 中事業２ 動物愛護 中事業３

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

6,457,140 9,965,358

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 0 0

6,475,628

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 4,934,290 3,489,730

小　計 通常収支差額 △18,542,056 △24,904,654

特別費用 当期収支差額 △18,542,056 △24,904,654

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 △18,542,056 △24,904,654

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 0 0

扶助費 都支出金 1,522,850

特別収支差額

一般財源充当調整 16,592,802 23,152,946

勘定科目 物件費 勘定科目 補助費等

特別収入

再計（一般財源調整後） △1,949,254 △1,751,708

勘定科目 都支出金 勘定科目 使用料及び手数料

決算額の
主な内訳

・医療保健政策区市町村包括補助事業費都補助金
（地域における動物の相談支援体制整備事業）　6,440,000円
・特別区事務処理特例交付金　35,628円

決算額の
主な内訳

・注射済票交付手数料　2,606,730円
・畜犬登録手数料　883,000円

決算額の
主な内訳

・畜犬管理システム運用保守等委託　2,926,000円
･ペット飼育マナーに関する区内巡回パトロール等業務委託　1,056,000円
・注射済票等消耗品購入　488,216円

決算額の
主な内訳

・猫の保護シェルター適合化支援補助金　2,377,000円
・動物に関する相談支援事業等補助金　1,953,000円

主な
増減理由

・畜犬管理システムの改修委託皆増　2,530,000円
･ペット飼育マナーに関する区内巡回パトロール等業務委託皆増　1,056,000円
・畜犬管理システムのサーバー移行業務委託皆減　△418,000円

主な
増減理由

・猫の保護シェルター適合化支援補助金皆増　2,377,000円
・動物に関する相談支援事業の実績増に伴う補助金増
811,000円

主な
増減理由

・動物の相談支援体制整備に係る事業増に伴う医療保健政策区
市町村包括補助事業費都補助金増　4,947,000円

主な
増減理由

・登録数の減少による畜犬登録手数料減　△1,386,000円
・交付数の減少による注射済票交付手数料減　△58,560円

人件費

66.8%

人件費

56.9%

物件費

9.2%

物件費

15.6%

維持補修費

0.7%
補助費等

6.1%

補助費等

14.1%

その他

17.1%

その他

13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 213,619

0 0 0 0

48,795,003 46,450,164 △2,344,839 0

0 0 0 1,479,101

0 0 0 0

0 0 0 1,692,720

0 0 0 △4,037,559

0 0 0

48,795,003 46,450,164 △2,344,839

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性
・今後も犬の登録、狂犬病予防注射の必要性、注射済票の装着等について、広報紙、SNS、動物愛護特別講演会、健康福祉まつり等の場を活用し、啓発を
進めていく。
・犬のしつけ方教室や適正飼養に向けた情報発信などを引き続き実施し、飼い主の飼養マナーの向上を図っていく。
・動物の相談支援活動や飼い主のいない猫対策は、地域に根差したボランティアによる活動を中心にしながら、持続可能な活動としていくために必要な支援
を行っていく。
・避難所において飼い主とペットの受入れが可能となるよう、各防災拠点運営委員会と連携を図りながら、各防災拠点の特性を踏まえたペット同行避難マニュ
アルの策定やペットの避難場所の設定に向けた検討を進めていく。

・令和４年６月の動物愛護管理法および狂犬病予防法の改正により、販売される犬へのマイクロチップの装着や購入した犬の登録情報変更が義務付けられ
た。区への手続きについては、犬の登録はオンライン化された一方で、狂犬病予防注射は引き続き窓口への来所が必要であったことなどから、狂犬病予防注
射接種率は前年度を下回った。注射済みだがその登録をしていない飼い主および注射を実施していない飼い主に対し、注射済登録についての啓発を行う必
要がある。
・飼い主のいない猫の去勢・不妊手術費用助成事業の継続により繁殖防止を図ったことで、飼い主のいない猫が減少した結果、助成件数は年々減少してい
る。
・適正飼養や飼い主の飼養マナー向上について普及・啓発を行っており、令和４年度の苦情件数は前年度に比べて減っている。しかし、犬の糞尿やノーリード
等の苦情が多く寄せられているため、改善に向けて動物との共生推進員との連携した取り組みが必要である。
・飼い主の困りごとや、飼い主のいない猫の問題、ペットを飼う一人暮らし高齢者への支援などについて、身近な地域で相談ができ、支援を受けられるよう、区
と連携して動物愛護施策を推進しているボランティア団体を相談窓口とする体制を整備している。
・飼い主のいない猫対策について、従前から動物との共生推進員をはじめボランティアが行っている取組が持続可能なものとなるよう、猫の保護シェルターへ
の支援などの助成を行っている。
・晴海臨海公園内の猫の保護施設について、飼い主のいない猫を保護シェルターで保護できない場合に、保護シェルターで受け入れるまでの間の一時保護
場所として活用している。
・災害時ペット同行避難について、令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、全体として防災拠点運営委員会の活動が縮小された中で、一部の
防災拠点において、受入れの運用手順や避難所におけるルール、管理方法などを盛り込んだマニュアルが策定されるなど、ペット受入れに向けた環境整備
が図られた。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

0

工作物 退職給与引当金 12,262,049

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 813,781 1,027,400

土地 その他 0 0

その他
負債・正味財産の部合計 48,795,003 46,450,164 △2,344,839

資産の部　合計

13,741,150

インフラ資産 負債の部合計 13,075,830 14,768,550

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 35,719,173 31,681,614

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0

主な
増減理由

・減価償却による減　△2,344,839円 主な
増減理由

―

勘定科目 建物 勘定科目

決算額の
主な内訳

・猫の保護施設　46,450,164円 決算額の
主な内訳

―
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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１
中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

0 32,052,136 32,052,136 0

0 60,966,943 60,966,943 0

0 0 0 22,000,000

0 0 0 38,691,956

0 226,263,402 226,263,402 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 60,691,956

0 3,484,601 3,484,601 △262,075,126

0 0 0 0

0 322,767,082 322,767,082 △262,075,126

0 0 0 △262,075,126

0 0 0 262,964,822

0 0 0 889,696

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

主な
増減理由

─
主な

増減理由
─

勘定科目 都支出金 勘定科目 国庫支出金

決算額の
主な内訳

・地域福祉推進区市町村包括補助事業費都補助金
25,299,000円
・民生委員費都負担金　12,861,356円

決算額の
主な内訳

・生活困窮者就労準備支援事業費等国庫補助金　22,000,000円

決算額の
主な内訳

・中央区社会福祉協議会に対する補助金　188,149,668円
・中央区社会福祉協議会成年後見支援センター「すてっぷ中央」
に対する補助金　21,998,034円

決算額の
主な内訳

・地域福祉コーディネーター事業委託　28,873,448円
・成年後見制度利用促進業務委託　26,269,451円

主な
増減理由

─
主な

増減理由
─

特別収支差額

一般財源充当調整 0 262,964,822

勘定科目 補助費等 勘定科目 物件費

特別収入

再計（一般財源調整後） 0 889,696

小　計 通常収支差額 0 △262,075,126

特別費用 当期収支差額 0 △262,075,126

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 0 △262,075,126

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 0 0

扶助費 都支出金 0

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 0 0

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 0 22,000,000

38,691,956

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

関連する個別計画
中央区保健医療福祉計画2020、中央区成年後見制度利用促進計画、中央区障害者計画・第６期中央区障害福祉計画・第２期中央区障害児福
祉計画、中央区高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画

大事業 民生・児童委員活動支援 中事業２ 「中央区社会福祉協議会」助成事業 中事業３ 成年後見制度利用促進事業

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

0 60,691,956

・民生委員・児童委員は、地域住民の生活上の相談に応じ、適切な支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割を果たし、地域福祉の増進を図る。
・中央区社会福祉協議会は、本区の地域福祉推進の中心的役割を担っているため、人件費補助等により事業の安定的な運営を図る。
・認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない者が、住み慣れた地域の中で、本人の意思が最大限尊重され、尊厳をもってその人らしい生
活を継続することができるよう、成年後見制度の利用促進を図る。
・支援が必要な人と地域のつながりを確保するための地域づくりを行うとともに、複合的な課題を抱える個人・世帯を支援し、多様な生活課題の早期解決や予
防を行うことにより、地域福祉の向上を図る。
・区民参加型のバリアフリーマップを更新するにあたり、引き続きボランティアから区内のバリアフリーに関する情報を集約するとともに、Webによる情報発信
の仕組みを活用し、ユニバーサルデザインのまちづくりへの取組を進め、まちの魅力を広く発信していく。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

地域福祉推進事業
（新規※）

地域福祉コーディネーター事業 中事業５ バリアフリーマップの更新 中事業６
中事業８ 中事業９

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-2 すべての人の尊厳が守られる社会の推進

施策の
目標

・成年後見制度をはじめとした権利擁護に対するニーズの一層の高まりに応えるため、中央区社会福祉協議会と連携して、さらなる相談窓口の充実と社会貢献型後見
人（市民後見人）の養成・支援に取り組み、判断能力が低下した高齢者や障害者等への支援の充実を図ります。
・高齢者や障害者、子ども、配偶者等に対する虐待や暴力の根絶を目指し、地域の社会資源である民生・児童委員、警察等の関係機関、NPO等とのネットワークの強
化を図ります。
・生活困窮者が制度の狭間に置かれ地域から孤立することのないよう、地域住民の生活課題を聞き取り、個々の状況に応じ必要な制度につなぐことで、包括的・重層的
な支援を講じるとともに、地域の社会資源との協働により社会的自立に向けて幅広い支援を展開します。

部課名 福祉保健部管理課

人件費

9.9%
物件費

18.9%
補助費等

70.1%
その他

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度

※既存の「中央区社会福祉協議会」助成事業および成年後見制度利用促進事業を統合し令和４年度に大事業化。
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 1,541,100

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 20,611,725

0 0 0 0

0 0 0 22,152,825

0 0 0 △22,152,825

0 0 0

0 0 0

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性

主な
増減理由

─
主な

増減理由
─

勘定科目 勘定科目

決算額の
主な内訳

─
決算額の
主な内訳

─

その他
負債・正味財産の部合計 0 0 0

資産の部　合計

20,611,725

インフラ資産 負債の部合計 0 22,152,825

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 0 △22,152,825

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0 0

工作物 退職給与引当金 0

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 0 1,541,100

土地 その他 0 0

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

・民生・児童委員活動については、町会や自治会との連携を図るとともに、負担軽減のための協力員制度を活用するなど、新任委員の確保
に努める。また、居住年数の長くなってきた大規模マンションの自治会にも候補者の推薦を働きかけていく。
・区の地域福祉推進の中心的な役割を担う中央区社会福祉協議会の安定した運営を確保するため、補助を継続する。
・高齢者等の増加により成年後見制度を必要とする人の増加が見込まれることから、引き続き、区と中央区社会福祉協議会が一体となって、
地域連携ネットワークの強化など、利用促進に向けた取組を推進する。中央区成年後見制度利用促進審議会において、利用促進に係る各
取組の進捗状況の点検、評価を行い、次年度以降の取組に反映させるとともに、令和6年3月改定予定の次期成年後見制度利用促進計画
に盛り込むべき施策の方向性の策定に向け検討していく。
・地域福祉コーディネーター事業については、引き続き「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」を実施するとともに、重層的支援体制整備
事業の取組である「参加支援事業」「地域づくり事業」としても実施できるよう、これまでの取組を活かして事業内容を検討していく。
・バリアフリーマップの更新については、ボランティア育成方法、今後の講習会のあり方、育成したボランティアの継続的な活動の場を検討し
ていく。

・中央区社会福祉協議会との連携や地域の社会資源である民生・児童委員への活動支援を通して、成年後見制度をはじめとした権利擁護
支援や支援が必要な人と地域とのつながりを確保するための地域づくり等、包括的・重層的な支援体制の構築に向けて地域福祉事業を推
進した。
・民生・児童委員活動支援は、人口が増加していく中、民生・児童委員のなり手が減少しており、令和4年12月の一斉改選時点で124地区中
24地区が欠員となるなど欠員地区の補充が難しくなっている。
・中央区社会福祉協議会への人件費および事業費補助の実施により、中央区社会福祉協議会の安定した運営を確保し、区民へ継続的・安
定的なサービスを提供した。
・成年後見制度利用促進計画に基づき、中央区社会福祉協議会成年後見支援センター「すてっぷ中央」を中核機関に位置づけ、区と社会福
祉協議会が一体となって社会貢献型後見人候補者の養成や普及・啓発など成年後見制度の利用促進に向けた取組を実施した。
・地域福祉コーディネーター事業は、重層的支援体制整備事業への移行準備事業の取組の一つである「アウトリーチ等を通じた継続的支援
事業」として実施しており、令和6年度に予定している重層的支援体制整備事業の本格実施に向け、事業内容の更なる充実を図る必要があ
る。
・バリアフリーマップの更新については、育成したボランティアが継続的に情報を提供してもらえるような取組が必要である。

令和２年度 令和３年度 令和４年度

  個別支援ケース数 53件 64件 55件

  個別支援回数 2,131回 2,185回 1,225回

  地域支援ケース数 58件 66件 78件

  地域支援回数 1,806回 2,067回 2,411回

地域支援：いきいき地域サロン、ふれあい福祉委員会への支援活動実績を含む。

地域福祉コーディネーター支援・活動実績
(生活支援コーディネーターの実績を含む)

※成年後見制度費用助成件数：「区」及び「すてっぷ中央」の合計件数
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※
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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１
中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

38,805,022 28,758,436 △10,046,586 0

78,428,958 98,007,572 19,578,614 0

102,300 26,400 △75,900 △340,006,067

237,694,073 91,921,065 △145,773,008 8,873,000

0 61,724,000 61,724,000 0

0 0 0 0

0 0 0 94,470

0 0 0 △331,038,597

4,298,546 3,305,903 △992,643 △255,453,074

0 0 0 0

359,328,899 283,743,376 △75,585,523 △255,453,074

45,000 549,659 504,659 △255,957,733

0 0 0 75,416,069

△45,000 △549,659 △504,659 △180,541,664

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

主な
増減理由

・生活困窮者自立支援金の令和３年度補助金の返還金皆増
61,724,000円

主な
増減理由

・申請者減による生活困窮者自立支援金減　△263,663,000円
・住居確保給付金申請者減少による国庫負担金減
△83,540,964円

勘定科目 補助費等 勘定科目 国庫支出金

決算額の
主な内訳

・生活困窮者自立支援金返還金　61,724,000円
決算額の
主な内訳

・生活困窮者自立支援金　69,205,726円

決算額の
主な内訳

・生活困窮者自立支援金事業委託　42,543,600円
・子どもの学習・生活支援事業委託　36,703,051円
・生活困窮者自立相談支援事業委託　12,199,560円

決算額の
主な内訳

・生活困窮者自立支援金　55,740,000円
・住居確保給付金　35,835,850円

主な
増減理由

・生活困窮者自立支援金事業明許繰越による委託料増　9,277,950円
・子どもの学習・生活支援事業規模拡大による委託料増　8,793,312円 主な

増減理由

・住居確保給付金申請者減少による給付額減　△123,100,248円
・生活困窮者自立支援金申請者減少による給付額減
△22,600,000円

特別収支差額

一般財源充当調整 16,306,938 91,723,007

勘定科目 物件費 勘定科目 扶助費

特別収入

再計（一般財源調整後） 90,836,076 △89,705,588

小　計 通常収支差額 74,574,138 △180,878,936

特別費用 当期収支差額 74,529,138 △181,428,595

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 74,574,138 △180,878,936

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 196,490 290,960

扶助費 都支出金 13,882,000

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 0 0

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 419,824,547 79,818,480

22,755,000

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

関連する個別計画 中央区保健医療福祉計画2020

大事業 応急小口資金貸付 中事業２ 低所得者・離職者対策事業 中事業３ 生活困窮者自立支援事業

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

433,903,037 102,864,440

・応急に必要とする資金の調達が困難な区民に対し、資金を貸し付けることにより、生活の安定と生活意欲の増進を図る。
・受験生のいる低所得者・離職者へ貸付を行い、他の福祉サービスとの連携を図りながら子どもの進学を後押しし、安定・自立
した生活を促していく。
・現に生活に困窮し、最低限度の生活を維持できなくなるおそれがある者に対し、生活困窮者自立支援法に基づく事業または
その他公的サービスを活用した支援などにつなぐことにより、生活保護に至る前に自立促進を図る。また、生活困窮家庭の児
童・生徒に対する学習支援や居場所づくりを通じて、子供達が将来に夢や希望を持てるようにし、高校卒業、大学進学や社会
的自立まで切れ目のない支援体制を構築し「貧困の連鎖」の防止を図る。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

低所得者・離職者
支援事業

中事業５ 中事業６
中事業８ 中事業９

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-2 すべての人の尊厳が守られる社会の推進

施策の
目標

・成年後見制度をはじめとした権利擁護に対するニーズの一層の高まりに応えるため、中央区社会福祉協議会と連携して、さらなる相談窓口の充実と社会貢献型後見
人（市民後見人）の養成・支援に取り組み、判断能力が低下した高齢者や障害者等への支援の充実を図ります。
・高齢者や障害者、子ども、配偶者等に対する虐待や暴力の根絶を目指し、地域の社会資源である民生・児童委員、警察等の関係機関、NPO等とのネットワークの強
化を図ります。
・生活困窮者が制度の狭間に置かれ地域から孤立することのないよう、地域住民の生活課題を聞き取り、個々の状況に応じ必要な制度につなぐことで、包括的・重層的
な支援を講じるとともに、地域の社会資源との協働により社会的自立に向けて幅広い支援を展開します。

部課名 福祉保健部生活支援課

人件費

10.8%

人件費

10.1%

物件費

21.8%

物件費

34.5%

維持補修費

0.0%

維持補修費

0.0%

扶助費

66.1%

扶助費

32.4%
補助費等

21.8%

その他

1.2%

その他

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

106,512,730 15,988,071 △90,524,659 0

0 0 0 0

610,000 490,000 △120,000 △350,443

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 △7,756,214

0 0 0 0

0 0 0 △8,106,657

0 0 0 △82,643,002

155,000 50,000 △105,000

107,277,730 16,528,071 △90,749,659

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性

決算額の
主な内訳

・応急小口資金貸付金（長期返還金）　50,000円
決算額の
主な内訳

―

主な
増減理由

・新規貸付額分計上による増　600,000円
・令和5年度に返済期限が到来する貸付金を流動資産に振り替
えたことによる減　△705,000円

主な
増減理由

―

主な
増減理由

・生活困窮者自立支援金（国交付金）の明許繰越による減
△90,000,000円

主な
増減理由

・返済期限到来による減　△825,000円
・令和5年度に返済期限が到来する貸付金を固定資産から振り
替えたことによる増　705,000円

勘定科目 その他（固定資産） 勘定科目

勘定科目 収入未済 勘定科目 その他（流動資産）

決算額の
主な内訳

・応急小口資金貸付金未済　11,267,000円
・生業資金貸付金未済　4,721,071円

決算額の
主な内訳

・応急小口資金貸付金（短期貸付金）　490,000円

その他
負債・正味財産の部合計 107,277,730 16,528,071 △90,749,659

資産の部　合計

19,554,713

インフラ資産 負債の部合計 29,123,439 21,016,782

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 78,154,291 △4,488,711

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0 0

工作物 退職給与引当金 27,310,927

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 1,812,512 1,462,069

土地 その他 0 0

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

・ 生活困窮に陥る原因や課題が多様化・複合化しているとともに、多分野にまたがる複合的な課題を抱えた家庭への支援が必要とされていることから、各相談機関等
と連携し継続的に支援を行うため福祉総合相談窓口（仮称）の設置に向けた体制づくりを進める。また、ひきこもりの状態にある方を支援につなげるため、引き続き支援
会議の活用等を通じて、実態の把握と支援機関との連携強化を図っていく。
・子どもの学習・生活支援事業は、継続して利用を希望する生徒や、新規申請者の増加に対応できるよう、地域ごとの会場および定員の設定等必要な改善を行い、切
れ目のない支援をより一層進めていく。また、学習支援の場における気づきを活かし、学校や教育センターのスクールソーシャルワーカーはもとより、子ども家庭支援セ
ンター、民生・児童委員等との連携を深め、家庭が孤立化しないよう継続的な信頼関係の構築や必要とする制度等へ確実につなぐ体制づくりをさらに進める。
・受験生チャレンジ支援貸付事業は、令和４年度から収入要件が緩和されるなど、支援対象が拡大されたことに伴い、さらなる件数の増加が見込まれるが、引き続き
リーフレットの配布をはじめ関係機関や地域の支援者の協力を得るなどし、周知の強化を図っていく。また、これまでのコロナ禍や物価高騰などの影響により困窮した
家庭やそのおそれのある家庭の子どもの把握に努め、対象となる方に対しては、確実に支援につなげていく。

・自立相談支援事業については、令和４年度の相談件数は令和３年度と比較し減少したが、コロナ禍以前に比べると依然として多い状況にある。ひきこもりの状態にあ
る方への支援については、令和４年度は関係機関における実態の把握と共有を行った。基本計画2018の対象となる５年間を通じて、ひきこもり相談窓口の周知や支援
対象者の実態把握、関係機関における支援会議の実施など、包括的な支援に向けた体制づくりを行うことができた。
・生活困窮家庭およびひとり親家庭を対象に実施している子どもの学習・生活支援事業は、引き続き小・中学生および高校生世代を対象に一体的な実施を行い、一貫
した切れ目のない支援を行うとともに、地域の需要に合わせ月島地域に教室を１か所増設した。基本計画2018の対象となる５年間を通じ、小学生から高校生世代まで
の継続的な支援体制を構築することができた。今後は、生活面や養育面での支援を必要とする家庭への早期の対応に向けた支援体制の構築が必要である。
・受験生チャレンジ支援貸付事業の利用実績は、令和４年度から収入基準額の見直しにより支給対象が拡大されたことや、関係機関へのリーフレットの配布により、令
和３年度の39件（学習塾等受講料貸付18件、受験料貸付21件）に対し、令和４年度は80件（学習塾等受講料貸付38件、受験料貸付42件）と増加している。今後も周知
を進めていくことにより、この傾向は続いていくものと思われる。
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自立相談支援 住所不定者相談

生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援機関の相談実績

項目 令和３年度 令和４年度 令和３年度 令和４年度

住居確保給付金支給実人数（人） 115 39 学習塾等受講料貸付件数（件） 18 38

生活保護相談件数（件） 2,717 1,075 受験料貸付件数（件） 21 42

項目

受験生チャ
レンジ支援
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令和５年度（令和４年度分）　事業別行政評価シート

中事業１
中事業４
中事業７
中事業10
中事業13
中事業16

１　事業の目的

２　財務情報
①　行政コスト計算書 （単位：円）

令和３年度 令和４年度 差額 差額
A B B-A B-A

133,566,775 156,016,041 22,449,266 0

14,854,421 16,317,687 1,463,266 0

0 0 0 △24,903,128

2,772,030,059 2,771,205,343 △824,716 16,328,184

52,923,820 52,005,862 △917,958 0

0 0 0 0

0 0 0 28,976,901

17,412,656 27,659,043 10,246,387 20,401,957

14,474,695 17,601,704 3,127,009 △15,141,297

0 0 0 0

3,005,262,426 3,040,805,680 35,543,254 △15,141,297

3,168,920 195,585 △2,973,335 △12,167,962

0 0 0 31,292,738

△3,168,920 △195,585 2,973,335 19,124,776

②　決算額の主な内訳

③　行政費用の性質別割合

基本政策３ 互いに尊重しあって心豊かに暮らせるまち

施策3-2 すべての人の尊厳が守られる社会の推進

施策の
目標

・成年後見制度をはじめとした権利擁護に対するニーズの一層の高まりに応えるため、中央区社会福祉協議会と連携して、さらなる相談窓口の充実と社会貢献型後見
人（市民後見人）の養成・支援に取り組み、判断能力が低下した高齢者や障害者等への支援の充実を図ります。
・高齢者や障害者、子ども、配偶者等に対する虐待や暴力の根絶を目指し、地域の社会資源である民生・児童委員、警察等の関係機関、NPO等とのネットワークの強
化を図ります。
・生活困窮者が制度の狭間に置かれ地域から孤立することのないよう、地域住民の生活課題を聞き取り、個々の状況に応じ必要な制度につなぐことで、包括的・重層的
な支援を講じるとともに、地域の社会資源との協働により社会的自立に向けて幅広い支援を展開します。

部課名 福祉保健部生活支援課

・生活保護法に基づき、生活に困窮する要保護者に対し、その程度に応じ、必要な保護を行い、最低限度の生活を保障すると
ともに自立の助長を図る。
・生活保護被保護者に対し、自立に必要な経費の一部支給や就労に関する相談事業および金銭管理に関する支援事業を行い
自立の促進を図る。
・福祉総合システムの一環として生活保護システムを運用し、より一層の事務迅速化、効率化を図る。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

生活保護世帯への
援護事業

就労相談支援事業 中事業５ 金銭管理支援事業 中事業６
中事業８ 中事業９

関連する個別計画

大事業 生活保護総務費 中事業２ 生活保護法に基づく保護費 中事業３ 法外援護

中事業11 中事業12
中事業14 中事業15
中事業17 中事業18

2,232,131,180 2,252,533,137

物件費 特別区財政調整交付金 0 0

A B

人件費

行
政
収
入

地方区税 0 0

維持補修費 国庫支出金 2,072,608,197 2,047,705,069

142,765,856

不納欠損引当金繰入額･貸倒引当金繰入額 小　計

補助費等 分担金及び負担金 0 0

投資的経費 使用料及び手数料 0 0

小　計 通常収支差額 △773,131,246 △788,272,543

特別費用 当期収支差額 △776,300,166 △788,468,128

賞与･退職給与引当金繰入額 行政収支差額 △773,131,246 △788,272,543

その他 金融収支差額 0 0

行
政
費
用 減価償却費 その他 33,085,311 62,062,212

扶助費 都支出金 126,437,672

特別収支差額

一般財源充当調整 763,907,029 795,199,767

勘定科目 扶助費 勘定科目 国庫支出金

特別収入

再計（一般財源調整後） △12,393,137 6,731,639

勘定科目 都支出金 勘定科目 その他（行政収入）

決算額の
主な内訳

・生活保護扶助費都負担金　139,954,856円 決算額の
主な内訳

・生活保護費返還金等　62,062,212円

決算額の
主な内訳

・生活保護法に基づく保護費　2,768,076,968円 決算額の
主な内訳

・生活保護費等国庫負担金　2,047,705,069円

主な
増減理由

・医療扶助費減による支給額減　△432,663円
・法外援護にかかる自立促進事業等申請件数減による支給額減
△392,053円

主な
増減理由

・医療扶助費等減による国庫負担金減　△24,903,128円

主な
増減理由

・住所不定者被保護者数増による都負担金増　16,928,184円
・法外援護にかかる自立促進事業等の申請件数減による補助金
減　△600,000円

主な
増減理由

・生活保護費返還金等の増　28,976,901円

人件費

4.4%

人件費

5.1%

物件費

0.5%

物件費

0.5%

扶助費

92.2%

扶助費

91.1%

補助費等

1.8%

補助費等

1.7%

その他

1.1%

その他

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度

令和４年度
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④　貸借対照表 （単位：円）
令和３年度 令和４年度 差額 差額

A B B-A B-A

182,557,180 195,041,103 12,483,923 0

△17,412,656 △27,659,043 △10,246,387 0

0 0 0 1,681,174

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 12,150,270

0 0 0 0

0 0 0 13,831,444

0 0 0 △11,593,908

0 0 0

165,144,524 167,382,060 2,237,536

⑤　決算額の主な内訳

３　関連データ

４　総括
①　現状・成果・課題

②　今後の方向性
・被保護者自立促進事業について、地区担当員から被保護者に対してその制度説明を積極的に行うとともに利用を働きかけ、被保護者の社会的自立の支援
に努めていく。
・就労相談支援事業については、コロナ禍からの社会経済活動の回復に伴い求人数が増加しており、この機会を確実に捉えていけるよう、就労により自立の
助長が見込まれる被保護者への就労支援を集中的かつ切れ目なく行っていく。また、「高齢」「傷病・障害」「母子」世帯に分類されない「その他」世帯で就労が
見込めないケースについては、援助方針を見直す等、適切な支援を行っていく。
・金銭管理支援事業について、需要の増加傾向が見られることから、金銭管理に課題を抱える被保護者の意向を尊重しながらその積極的活用を図り、地域
社会で安定した生活を送れるよう支援していく。
・被保護世帯が抱える様々な問題に対応できるよう、関係機関との連携を強化し、子育て家庭、高齢者、障害者など各分野行政サービスの活用を今後も積極
的に活用していく。

・基本計画2018の対象となる５年間を通じて、生活保護被保護世帯および被保護者数ともに微増傾向にあり、被保護世帯の高齢化により「高齢者」世帯が全
体の６割近くを占めている。
・「高齢者」世帯については、家庭訪問等を通じて金銭管理等の抱える課題を把握し、介護保険サービスの利用やおとしより相談センターへの相談に繋げるな
どして安定した居宅生活が送れるよう対応した。
・就労相談支援事業について、令和４年度は９名の被保護者が事業を利用し、５名が就労を開始した。
・被保護世帯の子どもが経済的理由を原因として学習機会を失うことがないよう、申請に応じて被保護者自立促進事業による学習塾等の費用を支給してい
る。
・今日の被保護世帯が抱える課題は、経済的困窮のみならず、健康や住まいに関する課題、社会的孤立などにより複雑化しており、個々の状況に応じた幅広
い対応が求められている。

勘定科目 勘定科目
令和３年度 令和４年度

A B

0

工作物 退職給与引当金 91,965,366

流
動
資
産

収入未済
流
動
負
債

還付未済金 0 0

不納欠損引当金 特別区債 0 0

その他 賞与引当金 6,103,358 7,784,532

土地 その他 0 0

その他
負債・正味財産の部合計 165,144,524 167,382,060 2,237,536

資産の部　合計

104,115,636

インフラ資産 負債の部合計 98,068,724 111,900,168

固
定
資
産

建設仮勘定 正味財産の部合計 67,075,800 55,481,892

重要物品 その他 0 0

建物 固
定
負
債

特別区債 0

主な
増減理由

・生活保護費返還金等収入未済実績増による増
12,483,923円

主な
増減理由

―

勘定科目 勘定科目

勘定科目 収入未済 勘定科目

決算額の
主な内訳

・生活保護費返還金等収入未済　195,041,103円 決算額の
主な内訳

―

決算額の
主な内訳

―
決算額の
主な内訳

―

主な
増減理由

―
主な

増減理由
―
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26 24 22 19 21130 127 141 148 182989 1,002 1,046 1,067 1,095
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H30 R1 R2 R3 R4 （年度）

（世帯） （人）
類型別生活保護被保護世帯数および被保護者数

高齢者 傷病･障害 母子 その他 生活保護被保護者

1,264 1,277 1,249

702 751 766

605 646 67095
95

83

2,666 2,769 2,768
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3,000

R2 R3 R4 （年度）

（百万）
生活保護扶助費別内訳

医療 生活 住宅 その他

項目 R3 R4 項目 R3 R4 項目 R3 R4
被保護者自立促進事業支給件数(件) 119 99 就労相談支援事業利用者人数(人) 6 9 金銭管理支援事業利用者人数(人) 22 29
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